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1. はじめに 

 Constance et al.(2020)は,津波による建物の構造的な

被害について考慮し港湾構造物の被害関数を作成し

た. しかし,工場には機械や電気制御盤など多くの設

備を有するため,被害は構造的なものにとどまらない.

また,津波の被害を受けることで,通常通りに生産を

行えない期間が発生する.そこで,本研究では津波外

力が設備被害と生産停止期間に与える影響,関連性を

明らかにするため,指標を提案する.また,その指標を

使用して,今後起こりうる巨大津波のリスク評価をす

る. 

 

2. 研究手法 

本研究では,ヒアリング調査・津波数値計算という

二つの手法を用いた.ヒアリング調査は,東北地方太

平洋沖地震で被害を受けた会社13社を対象に実施し

た.本調査では表１のように当時の被害状況,また今

後の地震・津波について調査した.本調査は設備被害

を考慮した被害指標や生産停止状況に関するグラフ

を作成することを目的とし行った. そして,データ数

を増やすために,国土技術政策総合研究所で発表され

ている青森県・岩手県・宮城県・福島県・茨城県の港

の主な工場の生産停止状況のデータも用いた。そし

て,データ数を増やすために,国土技術政策総合研究

所で発表されている青森県・岩手県・宮城県・福島

県・茨城県の港の主な工場の生産停止状況のデータ

も用いることにした.津波数値計算は,次の５ケース 

表１ ヒアリング調査項目 

を対象シナリオとし行った. 

I. 東北地方太平洋沖地震（東北大モデル ver1.2） 

II. 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル（内閣

府,2020） 

III. 想定宮城県沖連動地震(岩手県,2004) 

IV. 福島県沖地震(福島県,2018) 

V. アウターライズ地震(谷岡,2011) 

また,宮城県が発行している仙台塩釜復興だよりで掲

載されている建設中の防潮堤を考慮に入れたケース

と防潮堤がないケースで津波数値計算を実行した.  

 

3. 結果・考察 

東北地方太平洋沖地震津波の初期水位を図１に示

す.また,津波数値計算で得られた浸水マップの例と

して東北地方太平洋沖地震津波についての浸水マッ

プを図２に示す.対象シナリオ5ケースのうち,東北地

方太平洋沖地震の規模が一番大きい.ヒアリング調査

で得られた被害指標を図３に示す.図３は,横軸に東

北地方太平洋沖地震津波の浸水深,縦軸に被害率を示

す.ここで,被害率を工場の設備が修理不可で買い替

える必要がある場合の被害を１としたものと定義し
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図１ 東北地方太平洋沖地震津波の初期水位 

   (東北大モデル ver1.2) 

 

図２ 東北地方太平洋沖地震津波の浸水深 

 

図３ 工場の被害指標 

た.この図より,浸水深が 30cm で工場の被害が出始め

る場合が多いことが分かる.また,浸水深が 1m で被害

率が１となる会社がある.これは,機械の高さに起因

する.また,図４-６は,工場の生産停止状況を示したグ

ラフである.図横軸に東日本大震災からの期間,縦軸

にその時点での生産率を示した.図４は東日本大震災

の浸水がない会社,図５は浸水ありかつ浸水深が３ｍ

以下の会社,図６は浸水深が３ｍより大きい会社につ

いて示している. ここで、生産率を東日本大震災直前

の生産を１として,どれぐらいの割合で生産稼働して

いるかを示したものと定義した.浸水深がない会社は

1－2 か月ほどで復旧しているのに対し,浸水してい

る会社は復旧により時間がかかることが分かる. 

 

図４－６ 工場の生産停止状況 

4. 終わりに 

 本研究では,東日本大震災で被害を受けた工場に対

しての浸水深と設備被害の関係を表す被害指標と震

災からの期間と生産率の関係を表す生産停止状況の 

グラフを作成した.浸水深ごとに生産停止状況をまと

めることで,概ね浸水深が大きい区分の方が生産再開

に時間がかかることを明らかにした. 
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